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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第７期 

第２四半期 
連結累計期間 

第８期 
第２四半期 
連結累計期間 

第７期 

会計期間 
自平成23年10月１日 
至平成24年３月31日 

自平成24年10月１日 
至平成25年３月31日 

自平成23年10月１日
至平成24年９月30日

売上高                      （千円）  12,896,441  12,809,813  31,190,847

経常利益又は経常損失（△）     （千円）  △725,994  △525,219  345,294

四半期純損失（△）又は当期純利益   （千円）  △423,848  △181,999  227,154

四半期包括利益又は包括利益     （千円）  △408,191  △148,988  244,154

純資産額              （千円）  4,871,308  5,021,216  5,432,379

総資産額              （千円）  25,134,204  25,193,139  17,338,373

１株当たり四半期純損失（△)又は 

１株当たり当期純利益          （円） 
 △83.57  △35.66  1,020.22

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益          （円） 
 －  －  －

自己資本比率              （％）  18.0  19.9  29.8

営業活動によるキャッシュ・フロー   （千円）  700,805  △1,907,688  2,259,143

投資活動によるキャッシュ・フロー  （千円）  △235,859  △169,403  △320,520

財務活動によるキャッシュ・フロー   （千円）  3,045,253  4,735,962  △1,506,475

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 

                  （千円） 
 4,754,235  4,355,018  1,634,820

回次 
第７期 

第２四半期 
連結会計期間 

第８期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成24年１月１日 
至平成24年３月31日 

自平成25年１月１日 
至平成25年３月31日 

１株当たり四半期純利益                （円）  28.41  10.98

２【事業の内容】
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当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

（１）経営成績の分析 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、国内の社会基盤整備やエネルギーの安定的供給の確保を

目的とした国土強靭化等の新政権の各種政策への期待感から、円高傾向の修正や、株式市場の活性化が進展し、

輸出環境や企業の業況判断に改善の兆しが見られる等、景気回復への期待が高まっております。 

このような環境のなか、当社グループでは、国内分野におきましては、震災後の復興による公共事業の増加、

公共・民間ともに防災や再生可能エネルギー利用に資するサービスへの需要の高まりもあり、受注高は112億８

百万円(前年同四半期比4.8％増)となりました。 

 国内公共分野におきましては、震災復興関連の調査・設計業務の受注が増大し、施工計画の策定や施工管理等

の支援など、被災地の復興に注力いたしました。また、需要の高まる地域防災への対応や、インフラ保全・運営

管理、官民連携による太陽光発電の整備等、再生可能エネルギー導入による地域活性化の検討、提案を実施して

まいりました。 

国内民間分野では、都心再開発に係るビル解体工事や土壌汚染調査に係る対策工事の受注を拡大いたしまし

た。 

海外分野につきましては、受注見込みのうち発注が第３四半期以降に延期となった案件の影響もあり、当第２

四半期連結累計期間における海外分野の受注高は41億９百万円（前年同四半期比24.4％減）となっております。

売上高につきましては、当社グループは売上高の割合が３月以降に偏る季節変動特性を有しております。一方

で、販売費及び一般管理費は年間を通じて平均的に発生するため、第３四半期連結累計期間までは営業損失を計

上する傾向にあります。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は128億９百万円(前年同四半期比

0.7％減)、営業損失７億３百万円(前年同四半期は７億74百万円の損失)となりました。経常損失は為替差益等の

要因で５億25百万円(前年同四半期は７億25百万円の損失)と損失額が縮小しております。また、連結子会社であ

る株式会社中央設計技術研究所の株式を追加取得した際に、特別利益として負ののれん発生益1億94百万円を計

上したことなどに伴い、四半期純損失は１億81百万円(前年同四半期は４億23百万円の損失)となりました。  

  

セグメント別の業績は、次のとおりであります。  

（インフラ・マネジメントサービス事業）  

インフラ・マネジメントサービス事業の売上高は97億84百万円（前年同四半期比0.3％増）となりました。損

益面におきましては、原価率の改善等により営業損失は６億22百万円（前年同四半期は７億82百万円の損失）と

改善しております。 

（環境マネジメント事業）  

環境マネジメント事業は、震災復興関連や新規案件により、売上高は27億69百万円（前年同四半期比0.2％

減）となりました。営業利益は２百万円（前年同四半期比94.7％減）となっております。 

（その他事業）  

その他事業の売上高は７億１百万円（前年同四半期比1.2％減）となり、営業損失84百万円（前年同四半期は

70百万円の損失）となっております。  

  

（２）財政状態の分析 

（資金調達の状況） 

当社グループの業務の工期は３月に集中しており、例年、納品後の４月、５月に売上代金の回収が集中するた

め、３月まで運転資金の需要が大きく、借入残高も３月まで段階的に増加する傾向にあります。この資金需要に

備えるためコミットメント・ライン契約、当座借越契約並びに長期借入契約を締結しているほか、私募債を発行

しております。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（資産の部） 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は251億93百万円と前連結会計年度末に比べ78億54百万円増加しまし

た。これは主に、未成業務支出金の増加30億４百万円及び、現金及び預金の増加27億20百万円、受取手形及び売

掛金の増加16億71百万円によるものであります。なお、未成業務支出金については、当社グループにおける業務

の売上時期が３月以降に集中することから例年大幅に増加するものであります。 

（負債の部） 

当第２四半期連結会計期間末の負債は201億71百万円と前連結会計年度末に比べ82億65百万円増加しました。

これは主に、３月に向けて段階的に増加していく運転資金を賄うための借入金の増加49億71百万円及び、未成業

務受入金の増加26億97百万円によるものであります。 

（純資産の部） 

当第２四半期連結会計期間末の純資産は50億21百万円と前連結会計年度末に比べ４億11百万円減少しました。

これは第２四半期連結累計期間において季節変動特性により四半期純損失を計上し、利益剰余金が減少している

こと及び、連結子会社株式の追加取得により少数株主持分が２億58百万円減少したためであります。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と

比較し27億20百万円増加し、43億55百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果、使用した資金は19億７百万円（前年同四半期比26億８百

万円の収入減）となりました。これは、当社グループは売上代金の回収が４月から５月に集中する季節変動があ

るため、例年、営業活動によるキャッシュ・フローは第２四半期連結累計期間までマイナスであり、必要な運転

資金が増大するためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は１億69百万円（前年同四半期比66百万円の支出減）となりました。主な内訳

は、有形固定資産の取得による１億２百万円の支出、連結子会社株式の取得による28百万円の支出によるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、獲得した資金は47億35百万円（前年同四半期比16億90百万円の収入増）となりました。主な

内訳は、運転資金を賄う短期借入金の純増額50億円であります。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

（当社グループの対処すべき課題） 

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた重要

な課題はありません。  

（株式会社の支配に関する基本方針）  

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、上場会社として、株主の皆様による当社株式の自由な売買を認める以上、当社の支配権の移転を伴

う大量買付行為に応じるべきか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきだと考えて

おります。 

しかしながら、我が国の資本市場における株式の大量買付行為の中には、対象となる経営陣の賛同を得ず一

方的に行為を強行する動きが顕在化しています。こうした大量買付の中には、対象会社の企業価値及び株主共

同の利益に資さないものも少なくありません。 

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、さまざまな企業価値の

源泉を十分に理解し、当社の企業価値及び株主共同の利益を中長期的に確保、向上させるものでなければなら

ないと考えております。従いまして、企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付

提案又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切である

と考えます。 

② 基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は、建設コンサルタント事業をコアとする企業集団の純粋持株会社であります。 
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当社グループの企業価値の源泉は、公共・公益事業を支える建設コンサルタントとして約半世紀にわたり培

ってきた経験と技術力にあります。具体的には、道路・河川・交通及び景観など国内の公共・公益事業に関す

る計画・調査及び設計等のコンサルタント業務のノウハウ、十分な研鑽を積んだ建設コンサルタント業務に精

通した従業員の存在、また官公庁をメインとした顧客との間に築き上げられた信頼関係であり、これらの構築

のためには新技術の研究開発及び人材の育成など、短期的な利益追求ではない中長期的ビジョンに立った経営

を常に行っていく必要があります。 

当社グループは、各社の持つ経営資源を有効に活用するとともに、さまざまなステークホルダーとの良好な

関係を維持・発展させ、当社の企業価値及び株主共同の利益の向上に努めております。 

そのために、「幅広い高度なマネジメント力」をコアコンピタンスとし、社会資本整備全般から企業の活動

に至るまで幅広い事業において知的サービスを提供し、従来より強みのある国内公共分野に加え、海外分野、

国内民間分野のマーケットシェア拡大を目指しております。業容の拡大を推進するとともに、事業領域・組織

の最適化を図り、グループシナジーの強化を目指し、事業発掘、資金調達、資材調達、建設、運営、維持管理

等を含めた「ワンストップサービス」を目指しており、「総合マネジメント事業」として、公園、まちづく

り、観光、保全、環境・エネルギーなどの事業分野で、ＡＣＫグループの事業３軸（海外、国内公共、国内民

間）のシナジーを活用したＰＭＣ（プロジェクト・マネジメント・コンサルティング）サービスを強化してお

ります。 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

当社では、当社の企業価値の向上及び株主共同の利益の実現によって、株主、投資家の皆様に長期的に継続

して当社に投資していただくため、上記の基本方針の実現に資する特別な取組みとして、当社株券等の大量買

付行為への対応策（以下「本プラン」といいます。）として、大量買付行為について一定の合理的なルールを

設定いたしました。 

本プランは、大量買付者が大量買付行為を行うにあたり、所定の手続に従うことを要請するとともに、かか

る手続に従わない大量買付行為がなされる場合や、かかる手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当

社の企業価値及び株主共同の利益を著しく毀損するものであると判断される場合には、かかる大量買付行為に

対する対抗措置として、原則として新株予約権を株主の皆様に無償で割り当てるものであります。 

本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）には、①大量買付者及

びその関係者による行使を禁止する行使条件や、②当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買付者及びその

関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されております。 

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者及びその

関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性があります。 

④ 本プランの合理性 

本プランが基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維持を目

的とするものではないこと及びその理由につきましては、以下のとおりであります。 

  １）買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること 

  ２）企業価値及び株主共同の利益の確保又は向上を目的として導入されていること 

  ３）株主意思を重視するものであること 

  ４）独立性の高い社外者の判断の重視 

  ５）合理的な客観的要件の設定 

  ６）独立した地位にある第三者の助言の取得 

  ７）デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

  

（５）研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の一般管理費に計上した研究開発費の総額は52百万円となっており、そのうち主要

なものは以下のとおりであります。 

  

（インフラ・マネジメントサービス事業及び環境マネジメント事業） 

① インフラ保全・運営管理に関する研究開発  

② 防災に関する研究開発  

③ 再生可能エネルギー、スマートコミュニティに関する研究開発 

④ 交通（高度化・総合化）に関する研究開発  

⑤ 民間開発事業に関する研究開発 

⑥ 海外事業の新規開拓に関する研究開発  
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  20,000,000

計  20,000,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成25年３月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成25年５月14日) 

上場金融商品 
取引所名又は 

登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容 

普通株式  5,840,420  5,840,420

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ市場 

(スタンダード) 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。 

計  5,840,420  5,840,420 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成25年１月１日～ 

平成25年３月31日 
 －  5,840,420  －  503,062  －  3,435,266
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 （注）１ 所有株式数の割合は小数点第２位以下を切り捨てて記載しております。 

２ 上記の他、当社所有の自己株式 713,251株(12.2％)があります。  

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注）所有株式数の割合は小数点第２位以下を切り捨てて記載しております。 

  

（６）【大株主の状況】

  平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＡＣＫグループ社員持株会 東京都渋谷区本町３－12－１  643,720  11.0

オリエンタル白石株式会社 東京都江東区豊洲５－６－52  250,000  4.2

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２  223,600  3.8

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６  178,800  3.0

清野 茂次 東京都府中市  141,000  2.4

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１－13－１  140,000  2.3

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町２－１－１  140,000  2.3

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１  140,000  2.3

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１  126,000  2.1

平野 利一 栃木県宇都宮市  114,200  1.9

計 －  2,097,320  35.9

（７）【議決権の状況】

  平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   713,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,122,700  51,227 － 

単元未満株式 普通株式        4,520 － － 

発行済株式総数  5,840,420 － － 

総株主の議決権 －  51,227 － 

  平成25年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ＡＣＫグループ 
東京都渋谷区本町

３－12－１ 
 713,200  －  713,200  12.2

計 －  713,200  －  713,200  12.2
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成25年１月１日から

平成25年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成24年10月１日から平成25年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,634,820 4,355,018

受取手形及び売掛金 4,814,074 6,485,709

商品 4,328 6,767

未成業務支出金 5,274,362 8,278,383

繰延税金資産 577,715 799,484

その他 657,256 914,178

貸倒引当金 △9,864 △30,102

流動資産合計 12,952,693 20,809,439

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 861,157 845,721

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 328,908 324,405

土地 976,522 976,522

その他（純額） 52,501 112,019

有形固定資産合計 2,219,090 2,258,669

無形固定資産   

ソフトウエア 259,428 244,425

のれん 664,959 598,024

その他 58,318 57,069

無形固定資産合計 982,706 899,519

投資その他の資産   

投資有価証券 265,075 309,488

長期貸付金 15,478 12,322

差入保証金 715,040 713,616

繰延税金資産 77,022 57,634

破産更生債権等 23,709 23,347

その他 95,959 119,983

貸倒引当金 △24,310 △22,823

投資その他の資産合計 1,167,975 1,213,570

固定資産合計 4,369,771 4,371,758

繰延資産   

社債発行費 15,908 11,942

繰延資産合計 15,908 11,942

資産合計 17,338,373 25,193,139
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,867,241 2,291,046

未成業務受入金 4,079,871 6,777,833

短期借入金 710,880 ※1  5,782,265

1年内償還予定の社債 340,000 340,000

未払法人税等 81,930 79,250

賞与引当金 530,003 980,740

受注損失引当金 301,967 507,356

その他 1,611,154 1,403,054

流動負債合計 9,523,047 18,161,546

固定負債   

社債 850,000 680,000

長期借入金 400,000 300,000

退職給付引当金 405,784 326,864

役員退職慰労引当金 199,166 208,176

負ののれん 184,800 147,840

繰延税金負債 262,491 273,780

その他 80,703 73,715

固定負債合計 2,382,946 2,010,377

負債合計 11,905,994 20,171,923

純資産の部   

株主資本   

資本金 503,062 503,062

資本剰余金 748,244 747,953

利益剰余金 4,206,833 3,986,797

自己株式 △292,383 △272,412

株主資本合計 5,165,756 4,965,400

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,314 55,815

その他の包括利益累計額合計 8,314 55,815

少数株主持分 258,308 －

純資産合計 5,432,379 5,021,216

負債純資産合計 17,338,373 25,193,139
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 ※2  12,896,441 ※2  12,809,813

売上原価 10,173,093 10,122,324

売上総利益 2,723,348 2,687,489

販売費及び一般管理費 ※1  3,497,955 ※1  3,390,662

営業損失（△） △774,607 △703,173

営業外収益   

受取利息 2,161 1,446

受取配当金 2,906 4,205

為替差益 46,206 149,204

負ののれん償却額 36,960 36,960

その他 34,690 48,245

営業外収益合計 122,924 240,063

営業外費用   

支払利息 30,517 23,093

支払手数料 26,394 2,912

持分法による投資損失 2,160 21,246

その他 15,239 14,856

営業外費用合計 74,311 62,109

経常損失（△） △725,994 △525,219

特別利益   

負ののれん発生益 － 194,519

特別利益合計 － 194,519

税金等調整前四半期純損失（△） △725,994 △330,699

法人税、住民税及び事業税 32,178 70,786

法人税等調整額 △334,515 △204,996

法人税等合計 △302,337 △134,209

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △423,657 △196,489

少数株主利益又は少数株主損失（△） 190 △14,490

四半期純損失（△） △423,848 △181,999
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △423,657 △196,489

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 15,465 47,501

その他の包括利益合計 15,465 47,501

四半期包括利益 △408,191 △148,988

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △408,397 △134,498

少数株主に係る四半期包括利益 205 △14,490
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △725,994 △330,699

減価償却費 130,179 137,923

のれん償却額 66,934 66,934

負ののれん償却額 △36,960 △36,960

負ののれん発生益 － △194,519

賞与引当金の増減額（△は減少） 582,201 450,736

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △42,911 9,010

退職給付引当金の増減額（△は減少） △78,866 △78,920

受注損失引当金の増減額（△は減少） 42,634 205,388

受取利息及び受取配当金 △5,067 △5,652

支払利息 30,517 23,093

売上債権の増減額（△は増加） △1,447,108 △1,671,634

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,886,451 △3,006,459

仕入債務の増減額（△は減少） 850,946 423,804

未成業務受入金の増減額（△は減少） 2,750,791 2,697,962

その他 531,769 △548,859

小計 762,614 △1,858,851

利息及び配当金の受取額 4,643 5,239

利息の支払額 △29,984 △20,794

法人税等の支払額 △27,086 △59,981

その他の支出 △38,714 △16,625

その他の収入 29,331 43,325

営業活動によるキャッシュ・フロー 700,805 △1,907,688

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 30,000 －

投資有価証券の取得による支出 △152,588 △3,795

投資有価証券の売却による収入 1,880 －

有形固定資産の取得による支出 △291,966 △102,525

有形固定資産の売却による収入 － 2,870

無形固定資産の取得による支出 △19,020 △34,260

子会社株式の取得による支出 － △28,342

短期貸付金の増減額（△は増加） － △10,000

長期貸付けによる支出 △2,742 △150

長期貸付金の回収による収入 4,374 3,305

保険積立金の解約による収入 5,358 2,536

敷金及び保証金の差入による支出 △113,077 －

敷金及び保証金の回収による収入 301,911 －

その他 10 958

投資活動によるキャッシュ・フロー △235,859 △169,403
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,309,294 5,000,000

長期借入金の返済による支出 △50,000 △50,000

社債の償還による支出 △170,000 △170,000

配当金の支払額 △38,036 △37,873

少数株主への配当金の支払額 △1,725 △1,275

その他 △4,278 △4,888

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,045,253 4,735,962

現金及び現金同等物に係る換算差額 18,482 61,326

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,528,681 2,720,198

現金及び現金同等物の期首残高 1,237,167 1,634,820

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △11,613 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,754,235 ※  4,355,018
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※１ 財務制限条項 

当第２四半期連結会計期間（平成25年３月31日） 

 当社グループの有利子負債等には財務制限条項があり、当社グループはこの財務制限条項に従っていま

す。主な財務制限条項は次のとおりですが、これらに抵触した場合には、期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

(1) コミットメントライン契約 

（融資枠 千円、平成25年３月31日残高 千円） 

① 各決算期末日の連結財務諸表の自己資本を平成23年９月期の自己資本の金額又は直前の決算期末日の自

己資本の金額のうち、いずれか高いほうの金額の ％以上に維持すること 

② 各決算期の連結財務諸表の営業損益及び経常損益を損失としないこと 

(2) １年内返済長期借入金 

（平成25年３月31日残高 千円） 

① 各決算期末日の連結財務諸表の純資産の部及び当社単体の純資産の部を各決算期の直前の決算期末日又

は平成22年９月期の純資産の部の金額の ％以上にそれぞれ維持すること 

② 各決算期の連結財務諸表及び当社単体の財務諸表の営業損益及び経常損益を損失としないこと 

  

 ２  偶発債務   

前連結会計年度（平成24年９月30日） 

当連結会計年度において、連結子会社である㈱アサノ大成基礎エンジニアリングが実施する工事におい

て、強風により仮設物が周辺施設等に衝突し、損害を与える事実が発生しました。 

  損害を受けた周辺施設の復旧費用として40,618千円の補償が確定しておりますが、当該補償額については

下請事業者の負担となる見込みであります。 

 それ以外に損害補償額が未確定の周辺施設等がございますが、補償額について協議中であり、現時点では

その金額を合理的に見積もることは困難であります。 

  

当第２四半期連結会計期間（平成25年３月31日） 

前連結会計年度において、連結子会社である㈱アサノ大成基礎エンジニアリングが実施する工事におい

て、強風により仮設物が周辺施設等に衝突し、損害を与える事実が発生しました。 

  損害を受けた周辺施設の復旧費用として55,206千円の補償が確定しておりますが、当該補償額については

下請事業者の負担となる見込みであります。 

 それ以外に損害補償額が未確定の周辺施設等がございますが、補償額について協議中であり、現時点では

その金額を合理的に見積もることは困難であります。  

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年10月１日  至 平成24年３月31日）及び、当第２四半期連結累

計期間（自 平成24年10月１日  至 平成25年３月31日） 

 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、３月以降に完成する業務の割合が大きいため、第１

四半期における売上高が著しく少ない季節変動特性を有しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

5,000,000 4,460,000

75

200,000

75

（四半期連結損益計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成23年10月１日 
至  平成24年３月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年10月１日 
至  平成25年３月31日） 

従業員給料及び手当 千円 1,486,422 千円 1,380,569

賞与引当金繰入額   271,127  250,850

役員退職慰労引当金繰入額  18,323  18,694

退職給付引当金繰入額  61,798  58,785
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※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

前第２四半期連結累計期間（自 平成23年10月１日  至 平成24年３月31日） 

  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表における現金及び預金勘定の残高とは一致し

ております。 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日  至 平成25年３月31日） 

  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表における現金及び預金勘定の残高とは一致し

ております。 

  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年10月１日 至 平成24年３月31日） 

１．配当金支払額 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの  

    該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成25年３月31日） 

１．配当金支払額 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの  

  該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年12月20日 

  定時株主総会 
普通株式  38,036 7.5 平成23年９月30日 平成23年12月21日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年11月22日 

  取締役会 
普通株式  38,036 7.5 平成24年９月30日 平成24年12月25日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年10月１日 至 平成24年３月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）   

  
（注）全社費用は報告セグメントに帰属しない費用であり、内部利益控除後の当社の一般管理費でありま

す。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

該当事項はありません。  

  

４．地域に関する情報 

     売上高                                                                      （単位：千円） 

 （注）売上高は業務の対象国を基礎とし、地理的近接度により国又は地域に分類しております。  

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額  

インフラ・ 
マネジメント
サービス 

環境 
マネジメント

その他 計 

売上高             

外部顧客への売上高  9,752,567  2,753,137  390,736  12,896,441  －  12,896,441

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 4,502  21,110  318,755  344,367  △344,367  －

計  9,757,069  2,774,247  709,491  13,240,809  △344,367  12,896,441

セグメント利益又は損失(△)  △782,803  43,412  △70,805  △810,196  35,589  △774,607

    （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  △810,196

セグメント間取引消去  210,365

全社費用  △174,776

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △774,607

日本 アジア 中近東 その他 計 

 8,299,311  3,262,412  501,968  832,749  12,896,441
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成25年３月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）   

  
（注）全社費用は報告セグメントに帰属しない費用であり、内部利益控除後の当社の一般管理費でありま

す。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 （重要な負ののれん発生益） 

 当連結会計年度において、インフラ・マネジメントサービス事業において194,519千円の負ののれん発生

益を計上しております。これは、連結子会社株式を追加取得したことによるものです。   

  

４．地域に関する情報 

     売上高                                                                      （単位：千円） 

 （注）売上高は業務の対象国を基礎とし、地理的近接度により国又は地域に分類しております。  

   

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額  

インフラ・ 
マネジメント
サービス 

環境 
マネジメント

その他 計 

売上高             

外部顧客への売上高  9,721,765  2,671,222  416,825  12,809,813  －  12,809,813

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 62,877  98,479  284,250  445,607  △445,607  －

計  9,784,643  2,769,701  701,075  13,255,421  △445,607  12,809,813

セグメント利益又は損失(△)  △622,117  2,297  △84,209  △704,029  855  △703,173

    （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  △704,029

セグメント間取引消去  187,955

全社費用  △187,100

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △703,173

日本 アジア 中近東 その他 計 

 7,756,586  2,966,243  1,026,468  1,060,514  12,809,813
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当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との

差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

デリバティブ取引については重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

 該当事項はありません。  

   

該当事項はありません。 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（１株当たり情報）

項 目  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年10月１日 
至 平成24年３月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年10月１日 
至 平成25年３月31日） 

 １株当たり四半期純損失（△） 円 銭 △83 57 円 銭 △35 66

（算定上の基礎）     

四半期純損失（△）（千円）  △423,848  △181,999

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △423,848  △181,999

普通株式の期中平均株式数（株）   5,071,539  5,103,327

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＣＫ

グループの平成24年10月１日から平成25年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25年１月１日か

ら平成25年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年10月１日から平成25年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＣＫグループ及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年５月14日

株式会社ＡＣＫグループ 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 郷右近 隆也  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 西川 福之   印 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。  

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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